
重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の

規制等に関する法律の即時廃止と臨時的対応を求める要請書（案）

令和 3 年（2021 年）6 月 16 日、自衛隊や米軍基地、国境離島などの土地利用を規制する「重要施設周辺

及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する法律」（以下「本法」と略称し

ます）が第 204 回国会で成立しました。私たち「土地規制法の廃止を求める沖縄県民有志の会」は、本法の

成立に大きな危惧の念を覚え、本法の即時廃止と施行される場合の最低限の歯止めを求めてこの要請書を

貴職に提出することとしました。

要請の背景

本法の第一の問題は、どのような施設周辺の住民が規制の対象となり、どのような行為が阻害行為とされ

るのか、全てが曖昧な欠陥法であるということです。本法第 9 条および第 25 条に注視区域内における基地

等重要施設の施設機能や国境離島の国境離島機能を阻害した場合またはそのおそれがある場合 2 年以下の

懲役若しくは 200 万円以下の罰金という罰則がありますが、どのような行為に対して罰則が適用されるの

か、本法は具体的に明示しておりません。内閣総理大臣まかせです。これは憲法第 31 条が定める「罪刑法

定主義」に明らかに違反しており認められません。

第二の問題は、本法の影響を最も強く被るのは沖縄であるにもかかわらず、沖縄の意見を聴くことなく制

定されたことです。沖縄は全島が国境離島であり、国土面積の 0.6％を占めるに過ぎないのに在日米軍基地

の 70.6％があります。また平成 25 年（2013 年）12 月の「25 防衛大綱」による自衛隊の「南西シフト」に

より、琉球弧の島々では今、次々と自衛隊基地が拡充整備されております。本法の影響を第一に被るのは、

間違いなく沖縄であり、我々沖縄に暮らす者は本法の成立に異議を申し立てる正当な権利を有しています。

政府は、ことあるたびに「沖縄県民の負担を軽減する」と言い、菅義偉首相も令和 2 年（2020 年）10 月 26
日の第 203 回国会で行なった就任後初の所信表明演説において「引き続き、沖縄の皆さんの心に寄り添う」

と発言しています。政府は有言実行すべく改めて本法の制定について沖縄県民の意見を聴くべきです。

第三の問題は、本法には立法事実がないことです。そもそも新たな法律を整備するにあたっては立法事実

（法整備を必要とする事実・事情）を明示する必要がありますが、第 204 回国会での本法に関する審議で

は、政府は、現行法ではなぜ対応できないのか、何が足りないのか、どのような理由や事情があるために本

法が必要なのか、全く回答できませんでした。また、外国企業の土地取得で周辺住民が不安を抱いていると

の政府答弁が繰り返されましたが、政府自身が外国企業や外国人による基地機能を阻害するリスクが確認

された事実はないと認めています。つまり立法事実はないのです。コロナ対策のため会期延長を求める声が

国会の内外で強かったにもかかわらず聞き入れずに閉会とし、その直前に採決したのです。暴挙と呼ぶほか

ありません。

本法が沖縄に及ぼす恐れがあるとして危惧されるものの一つに土地・建物取引への影響があります。その

影響は土地や建物の所有者にとどまらず、産業連関を通じて全県民の経済活動を直接・間接に制約する要因

となります。沖縄は全島が国境離島に含まれ、注視区域となるおそれがない区域はほぼないと考えられま



す。その中でも米軍や自衛隊の司令部の周辺（例えば北谷町美浜地区）は特別注視区域に指定され、土地や

建物の取引に国への報告とその承認が必要となり、沖縄経済の自由な発展を阻害する恐れが大です。自分が

調査されるかも知れない、規制がかかるかもしれない土地や建物を、わざわざ買う人はいないからです。市

場で敬遠され、価格が下がることは必至です。その影響は県内外の沖縄への投資にも及び、雇用への負の影

響も避けられません。

沖縄県民にとってさらなる懸念は、自身に関する様々な情報が知らないうちに国によって収集され、どの

ように利用されるかが分からず、不当な人物判定がなされる恐れがあることです。個人の思想信条の自由や

プライバシーを侵害する治安立法の性格が強い法律です。本法第 8 条は、土地や建物の所有者や利用者そ

の他の関係者を対象とする情報収集の権限を国に与えていますが、国会答弁において政府は、政府が情報提

供を命ずるだけでなく、住民の方から情報を寄せる窓口設置も検討していると述べています。国の情報収集

に隣人が手を貸しているかも知れないと互いに疑心暗鬼・相互不信の念を抱かせる恐れが大です。それは寛

いだ「ユンタク」をためらわせ、「ユイマール」という言葉に代表される沖縄の地域社会の横のつながりを

維持し発展させていく上で大きな障害となるでしょう。戦中、軍によってスパイ監視の目的で住民が密告を

強いられ、住民によるスパイ容疑者の制裁さえもたらした沖縄の悲劇を繰り返してはなりません。

以上の理由で「土地規制法の廃止を求める沖縄県民有志の会」は、沖縄県民の生命・財産及び日本国憲法

に保障される基本的人権を守る立場から下記の事項について貴職に要請します。どのようにご対応頂ける

か、令和 3 年（2021 年）x 月 x 日までにご回答いただけますれば幸いです。

記

１．重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する法律の即

時廃止を国に強く求めて下さい。

また、臨時的対応として

２．本法第 22 条による内閣総理大臣からの情報提供要請は拒否して下さい。

３．全ての施行プロセスの情報公開と民意反映のためのパブコメ実施を国に求めて下さい。

４．本法第 7 条に基づき外部機関へ市民の個人情報を提供する際は、その個人に対し、提供する相手並

びに提供する情報及び提供する目的を通知して下さい。

令和 3 年（2021 年）8 月 xx 日

土地規制法の廃止を求める沖縄県民有志の会

代表住所：〒902-0066 那覇市大道 169-4 コーポ花城 B102 すぺーす結気付

代表氏名：             印

代表連絡先電話番号：

宛先 沖縄県知事 沖縄県各市町村長   


